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務の工夫により、伝統的な商標とは異なる、 「立体商標」 、 「色彩商標」 、 「 きの商標」 、 「ホログラム商標」 、 「音商標」 、 「位置商標」というように、商標の活用態様、伝達媒体が拡大されてきました。これらは、企業法務の担当者や専門家が、ユーザのニーズを的確に捉え 新しいタイプの商標の保護を求め それが判例等により認められたからといえます。　
次に、意匠法について紹介します。意匠法においても、実務では、次々に新しい工夫がされています。
　
まず、全体 から部分意匠への発想の転換です。例えば 自動車につ て、全体 形について意匠権を取
ることができたとします。しかし、ライバル他社が、車体の一部を少しだけ変えた自動車を製造、販売したとすると、当然には意匠権侵害に該当するという保障はありません。　
そこで、実務上の工夫として、自動車の一部（例えば フロント部分）の形状について、部分意匠の登録を












































のような非常に困難な事実ですが、これを立証することに成功 勝訴することができました。 なわち、１９８６ １月、サンフランシスコで開催されたマックワールドエキスポで、アメリカの大手企業を脱サラした若者が開発した技術 ついての内容を記載したパンフレットを配付し、実演 たという証拠を提出し、カシオ社の特許権が無効とされる特許権であることを立証して、ソーテック は、特許権侵害訴訟に勝訴し した。第４
　
おわりに
　
この事例から、数多くの教訓を得ることができます。
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第１に、事件の当時、競業他社は、いずれも「マルチウインドウの表示制御装置」を実施しておりました。
したがって、マルチウインドウの特許権者であるカシオ社は、競業他社のどの企業を相手に訴訟を提起することも可能でした。しかし、カシオ社は、ソーテック社が訴訟に弱い会社であると判断して、同社一社だけを相手として、訴訟を提起 たと推測されます。　
第２に、ソーテック社の「マルチウインドウ事件」の訴訟対応は完璧でした。しかし、ソーテック社に対
ては、アップル社事件（第一事件）の対応ぶりから 法務が劣るという一般的なイメージが定着してしまいました。そのようなこともあり、ソーテック社は、被告とされてしまった結果、訴訟対策に多大の出費を重ねざるを得ず、最終的に、企業として存続することを断念する の決断をしました。　
この事例は、ビジネス法務の重要性を端的に示した実例であるといえます。
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